






建築物の容積率

の最高限度 ※ ― 

３０／１０ 

ただし、敷地面積が１，０００㎡以上の

場合はこの限りでない。 

２０／１０ 

ただし、敷地面積が１，０００㎡以上の

場合はこの限りでない。 

建築物の建蔽率

の最高限度 ― ― 

６／１０ 

ただし、敷地面積が１，０００㎡以上の

場合はこの限りでない。 

壁面の位置の制

限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面及び当該建築物に附属する門又は塀の面

は、計画図３に示す壁面線を越えてはならない。 
― 

壁面後退区域に

おける工作物の

設置の制限 

計画図３に示す壁面線と道路境界線との間の区域には、門、フェンス、車止め、

自動販売機等、通行の妨げとなる工作物等を設置してはならない。 ― 

建築物等の高さ

の最高限度 

建築物の高さの最高限度は、次に掲げるものとする。 

１ 敷地面積が１，０００㎡未満の場合

は２２ｍとする。 

２ 敷地面積が１，０００㎡以上２，０

００㎡未満の場合は４５ｍとする。 

３ 敷地面積が２，０００㎡以上の場合

は６０ｍとする。 

１  敷地面積が１，０００㎡未満の場合

は２２ｍとし、かつ、建築物の各部分

の高さは、当該部分から前面道路の反

対側の境界線又は隣地境界線までの真

北方向の水平距離が８ｍ以内の範囲に

あっては当該水平距離の１．２５倍に

１０ｍを加えたもの以下とし、当該真

北方向の水平距離が８ｍを超える範囲

にあっては当該真北方向の水平距離か

ら８ｍを減じたものの０．６倍に２０

ｍを加えたもの以下とする。 

２ 敷地面積が１，０００㎡以上２，０

００㎡未満の場合は４５ｍとする。 

３  敷地面積が２，０００㎡以上の場合

は６０ｍとする。 

１  敷地面積が１，０００㎡未満の場合

は１５ｍとし、かつ、建築物の各部分

の高さは、当該部分から前面道路の反

対側の境界線又は隣地境界線までの真

北方向の水平距離が８ｍ以内の範囲に

あっては当該水平距離の１．２５倍に

５ｍを加えたもの以下とし、当該真北

方向の水平距離が８ｍを超える範囲に

あっては当該真北方向の水平距離から

８ｍを減じたものの０．６倍に１５ｍ

を加えたもの以下とする。 

２ 敷地面積が１，０００㎡以上２，０

００㎡未満の場合は４５ｍとする。 

３  敷地面積が２，０００㎡以上の場合

は６０ｍとする。 
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  建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

１ 建築物等の形態、色彩、意匠は、周辺環境と調和したものとする。 

２ 屋外広告物等の形態、色彩、意匠は、周辺の街並みに配慮したものとする。 

３ 軒、庇、手すり、戸袋、出窓、階段、からぼり（ドライエリア）その他これ

らに類するものが、壁面の位置の制限の規定により建築物の外壁又はこれに代

わる柱等を設けることができないこととなる敷地の部分に、突出する形状とし

てはならない。 

― 

垣又はさくの構

造の制限 

道路に面して垣又はさくを設ける場合は、生垣又はフェンス等に緑化したものとする。 

ただし、道路からの高さ０．６ｍ以下の部分及び敷地の形状又は構造上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

※は知事協議事項 

「区域、地区の区分、建築物等の用途の制限及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 

理由：地形地物の変更による用途地域の境界変更に伴い、区域の整合を図るため、地区計画を変更する。 
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変更概要 
   は、変更箇所を示す。 

 事     項 旧 新 摘      要 

名     称 明大前駅駅前広場周辺地区地区計画 明大前駅駅前広場周辺地区地区計画  

面    積 

約１．９ｈａ 
 

約１．７ｈａ 用途地域の境界の
変更に伴い、区域を
変更する。 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区

の 

区分 

名称 商業推進地区 
商業誘導地区

Ａ 

商業誘導地区

Ｂ 
商業推進地区 

商業誘導地区

Ａ 

商業誘導地区

Ｂ 

面積 約１．６ｈａ 約０．１ｈａ 約０．２ｈａ 約１．４ｈａ 約０．１ｈａ 約０．２ｈａ 
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都市計画の案の理由書  

 

１  種類・名称  

東京都市計画地区計画明大前駅駅前広場周辺地区地区計画  

 

２  理  由  

昭和 48 年の都市計画法の施行以降、東京都全域を対象とした用途

地域の見直しを、法改正や上位計画策定等に伴い、昭和 56 年、平成元

年、平成８年、平成 16 年に、目指すべき市街地像を実現するため行っ

てきた。  

前回の見直しから約 18 年が経過している中で、道路の整備による

地形地物の変更（変化）などが多く発生したことにより、用途地域等

の指定状況と現況との不整合などがみられることから、今回、これに

伴う用途地域等の変更を一括して実施することとした。  

このような背景を踏まえ、地形地物の変更による用途地域の境界変

更に伴い、区域の整合を図るため、明大前駅駅前広場周辺地区地区計

画を変更するものである。  

 

未定稿  
54
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東京都市計画地区計画の変更（世田谷区決定） 

都市計画明大前駅北側地区地区計画を次のように変更する。 

名   称 

 

称 

明大前駅北側地区地区計画 

位   置 ※ 世田谷区松原二丁目地内 

面   積 ※ 約２．９ｈａ 

地区計画の目標 本地区は、甲州街道、京王線と井の頭線に囲まれた明大前駅北側にある都市基盤が未整備な地区で、東京都の都

市再開発方針では明大前駅周辺地区に含まれている。また、世田谷区都市整備方針では地域生活拠点として位置づ

けており、地区の日常の生活拠点として、駅前交通環境の改善と地区特性に応じた商業の育成及び活性化を図るべ

き地区となっている。 

本計画では、東京都市計画道路補助線街路１５４号線（以下「補助１５４号線」という。）の整備に合わせ、土

地の合理的かつ健全な高度利用を促進し、安全で、魅力ある街並空間を創出するなど良好な都市環境の形成を図る

ため、以下のことを目標とする。 

１ 個性豊かな街の創出 

２ 魅力的で活力ある商店街の形成 

３ 将来、安心して暮らせる街の形成 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 駅前商業地として、土地の合理的かつ健全な高度利用と商業・業務・住宅の調和のとれた土地利用を図るため、

以下のことを行う。 

１ 補助１５４号線を軸とした街づくりの推進 

２ 共同化等による土地の有効活用 

地区施設の整備の方針 補助１５４号線の整備に合わせ、区画道路を拡幅整備し、安全で快適な歩行空間を確保する。また、敷地の共同 

化等を推進し、小広場等の整備を図る。 

建築物等の整備の方針 良好な商業街区の形成を図るため、周囲の環境と調和した景観を有する街並の形成や健全な商店街の形成に悪影

響を及ぼす用途等の規制を行う。 

また、防災性能の向上を図るため、建築物等の不燃化を推進する。 

さらに、地区特性により地区内を商業街区と近隣商業街区に細区分し、建築物等の整備を図る。 

１ 商業街区 

賑わいのある魅力的な商店街を創出するため、補助１５４号線沿いについては、１階部分の用途を商業・業務

施設等とする。 

２ 近隣商業街区 

地区内の商業環境及び地区外住宅地の環境を保全するため、近隣公害が発生する恐れがある工場の制限を行う。 
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地
区
整
備
計
画 

位  置 世田谷区松原二丁目地内 

面  積 約２．９ｈａ 

地区施設の配

置及び規模 
道 路 

名 称 幅 員 延 長 備 考 

区画道路１号 ６ｍ 約３４ｍ 既設 

区画道路２号 ６ｍ 約７２ｍ 既設 

区画道路３号 ６ｍ 約４０ｍ 既設 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 

細区分 

名 称 商業街区 近隣商業街区 

面 積 約２．６ｈａ 約０．３ｈａ 

建築物等の用途の制限 
※ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）別表第二（へ）項第五号に規定する倉庫業を営む

倉庫 

２ 法別表第二（と）項第四号に規定する同表（る）項第一号（一）から（三）まで、（十一）又は（十二）の物品

の貯蔵又は処理に供するもので政令で定めるもの 

３ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項各号に該当する

営業の用に供するもの 

４ 補助１５４号線に面する建築物で１階部分（補助１５４号線に面する部分に

限る。）が次に掲げる用途のもの 

（１） 法別表第二（い）項第一号に規定する住宅 

（２） 法別表第二（い）項第三号に規定する共同住宅、寄宿舎又は下宿 

（３） 法別表第二（い）項第五号に規定する神社、寺院、教会その他これらに

類するもの 

（４） 法別表第二（い）項第六号に規定する老人ホーム、保育所、福祉ホーム

その他これらに類するもの 

（５） 法別表第二（い）項第七号に規定する公衆浴場 

（６） 法別表第二（に）項第五号に規定する自動車教習所 

（７） 自動車車庫 

４ 法別表第二（と）項第三号に

規定する工場 

建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限 

建築物等の屋根、外壁、屋外広告物等の意匠及び色彩は、周囲の環境と調和したものとする。 

※は知事協議事項 
「区域、地区の細区分及び地区施設の配置は、計画図表示のとおり」  

理由：地形地物の変更による用途地域の境界変更に伴い、区域の整合を図るため、地区計画を変更する。 
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変更概要 
   は、変更箇所を示す。                            

 

事     項 旧 新 摘      要 

名    称 明大前駅北側地区地区計画 明大前駅北側地区地区計画  

面    積 

約２．８ｈａ 
【図書上の面積】 
約２．７ｈａ 

【新たな測定方法で算出した面積】 

約２．９ｈａ 用途地域の
境界の変更に
伴い、区域を変
更する。 

地区計画の目標 

本地区は、甲州街道、京王線と井の頭線に囲まれた

明大前駅北側にある都市基盤が未整備な地区で、東京

都の都市再開発方針及び世田谷区都市整備方針では地

域生活拠点として位置づけられ、地区の日常の生活拠

点として、駅前交通環境の改善と地区特性に応じた商

業の育成及び活性化を図るべき地区となっている。 

本計画では、東京都市計画道路補助線街路１５４号線

（以下「補助１５４号線」という。）の整備に合わせ、

土地の合理的かつ健全な高度利用を促進し、安全で、魅

力ある街並空間を創出するなど良好な都市環境の形成

を図るため、以下のことを目標とする。 

１ 個性豊かな街の創出 

２ 魅力的で活力ある商店街の形成 

３ 将来、安心して暮らせる街の形成 

本地区は、甲州街道、京王線と井の頭線に囲まれた明

大前駅北側にある都市基盤が未整備な地区で、東京都の

都市再開発方針では明大前駅周辺地区に含まれている。

また、世田谷区都市整備方針では地域生活拠点として位

置づけており、地区の日常の生活拠点として、駅前交通

環境の改善と地区特性に応じた商業の育成及び活性化

を図るべき地区となっている。 

本計画では、東京都市計画道路補助線街路１５４号線

（以下「補助１５４号線」という。）の整備に合わせ、

土地の合理的かつ健全な高度利用を促進し、安全で、魅

力ある街並空間を創出するなど良好な都市環境の形成

を図るため、以下のことを目標とする。 

１ 個性豊かな街の創出 

２ 魅力的で活力ある商店街の形成 

３ 将来、安心して暮らせる街の形成 

文言の整理
を行う。 
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地
区
整
備
計
画 

面  積 

約２．８ｈａ 
【図書上の面積】 
約２．７ｈａ 

【新たな測定方法で算出した面積】 

約２．９ｈａ 用途地域の
境界の変更に
伴い、区域を変
更する。 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

道路 

名称 幅員 延長 備考 名称 幅員 延長 備考 
道路が整備

されたため、拡
幅を既設とす
る。 区画道路１号 ６ｍ 約３４ｍ 拡幅 区画道路１号 ６ｍ 約３４ｍ 既設 

区画道路２号 ６ｍ 約７２ｍ 拡幅 区画道路２号 ６ｍ 約７２ｍ 既設 

区画道路３号 ６ｍ 約４０ｍ 拡幅 区画道路３号 ６ｍ 約４０ｍ 既設 

建
築
物
等
に
関
す
る

事
項 

地区
の 
細区
分 

名 

称 
商業街区 近隣商業街区 商業街区 近隣商業街区 

用途地域の
境界の変更に
伴い、区域を変
更する。 

面 

積 

約２．６ｈａ 
【図書上の面積】 
約２．５ｈａ 

【新たな測定方法で算出

した面積】 

約０．２ｈａ 約２．６ｈａ 約０．３ｈａ 
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都市計画の案の理由書  

 

１  種類・名称  

東京都市計画地区計画明大前駅北側地区地区計画  

 

２  理  由  

昭和 48 年の都市計画法の施行以降、東京都全域を対象とした用途

地域の見直しを、法改正や上位計画策定等に伴い、昭和 56 年、平成元

年、平成８年、平成 16 年に、目指すべき市街地像を実現するため行っ

てきた。  

前回の見直しから約 18 年が経過している中で、道路の整備による

地形地物の変更（変化）などが多く発生したことにより、用途地域等

の指定状況と現況との不整合などがみられることから、今回、これに

伴う用途地域等の変更を一括して実施することとした。  

このような背景を踏まえ、地形地物の変更による用途地域の境界変

更に伴い、区域の整合を図るため、明大前駅北側地区地区計画を変更

するものである。  

 

未定稿  
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